
JP 5100937 B2 2012.12.19

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 熱可塑性樹脂Ａと、コロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹脂微粒子Ｃとからなり、
ＢがＡ、ＢおよびＣの合計量に対し、０．０５～０．３重量％含まれ、及び前記熱可塑性
樹脂Ａが塩化ビニル樹脂を含むことを特徴とする熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
 熱可塑性樹脂微粒子Ｃが凝集体構造を有する請求項１の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
 コロイド状無機物Ｂが、主として熱可塑性樹脂微粒子凝集体Ｃの表面に付着する形態で
担持されている請求項２に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
 コロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹脂微粒子凝集体Ｃが、熱可塑性樹脂微粒子凝
集体Ｃを構成する重合体のラテックスの凝集体分散液（スラリー）と、コロイド状無機物
Ｂとを混合後、乾燥することにより得られたものである請求項３に記載の熱可塑性樹脂組
成物。
【請求項５】
 コロイド状無機物Ｂが、主として熱可塑性樹脂微粒子凝集体Ｃの内部に包接される形態
で担持されている請求項２に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項６】
 コロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹脂微粒子凝集体Ｃが、熱可塑性樹脂微粒子凝
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集体Ｃを構成する重合体のラテックスとコロイド状無機物Ｂとを混合後、該重合体ラテッ
クスを凝集させ、乾燥することにより得られたものである請求項５に記載の熱可塑性樹脂
組成物。
【請求項７】
 （イ）コロイド状無機物Ｂが、Ｃａ、Ｍｇ、Ｂａ、Ｚｎ、Ａｌ、ＳｉおよびＴｉからな
る群より選ばれる少なくとも一種の金属の酸化物および炭酸塩の少なくとも一種からなり
、かつ平均粒子径が２～１００ｎｍの微粒子であり、（ロ）熱可塑性樹脂微粒子Ｃが、ジ
エン系単量体、芳香族ビニル系単量体、（メタ）アクリル酸エステル系単量体およびニト
リル系単量体よりなる群から選ばれる少なくとも一種の単量体の重合体微粒子であり、熱
可塑性樹脂Ａ１００重量部に対し、０．０５～５０重量部の割合で含まれる請求項１～６
のいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項８】
 熱可塑性樹脂Ａが塩化ビニル系樹脂であり、更にＰｂ、Ｃｄ、Ｃａ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｂａ
、ＭｇおよびＡｌよりなる群から選ばれる少なくとも一種の金属元素を含む安定剤が添加
されている請求項１～７のいずれかに記載の熱可塑性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、加工時にプレートアウトを起すことの少ない熱可塑性樹脂組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
熱可塑性樹脂は、その優れた成形性および着色性からカレンダー加工、射出成形、押出成
形等、さまざまな成形加工法に供され、広汎かつ多様な成形品を製造するために使用され
ている。通常、熱可塑性樹脂には、熱可塑性樹脂の種類や用途によって、熱安定剤、抗酸
化剤、難燃剤、紫外線吸収剤、滑剤、可塑剤、フィラー、顔料、制電剤、耐衝撃強化剤、
加工性改質剤、発泡剤等様々な添加剤が添加され、熱可塑性樹脂組成物として成形加工に
供される。成形加工にあたっては、このようにして添加された助剤が、カレンダーロール
、エンボスロール、金型、押出ダイス等の成型加工機の金属部材面に、分離析出して堆積
する「プレートアウト」という現象が生ずることがある。また、析出した堆積物も「プレ
ートアウト」と呼ばれる。また、これら助剤の析出以外にも、熱可塑性樹脂中の不純物成
分や低分量成分が析出－堆積してプレートアウトを生成することもある。また両者が複合
して、更には他の要因も複合して、プレートアウトを生成することもある。すなわち、本
明細書においては、成型加工機の金属部材表面に熱可塑性樹脂組成物中の成分が堆積する
「現象」および「堆積物」を包括的に「プレートアウト」と称する。
【０００３】
プレートアウトが生じると成型物の表面が荒れたり、成型物の寸法精度が落ちたりする等
の不良品を発生させる。また、プレートアウトを除去するために運転を停止し、掃除する
必要が生じるので、生産性を落とし、手間もかかる。多くの場合、プレートアウトを防止
するために、配合成分の種類や量を調整したり、加工温度などの加工条件を調整したりし
て対処するが、プレートアウトの原因によって対処すべき方法も異なるため試行錯誤をせ
ざるを得ない。
【０００４】
塩化ビニル樹脂の加工においては、Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｖｉｎｙｌ　Ｃｈ
ｌｏｒｉｄｅ　Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｎｇ　（Ｅｄｉｔｅｄ　ｂｙ　Ｅｄｗａｒｄ　Ｊ．　
Ｗｉｃｋｓｏｎ，Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ（１９９３））、Ｐｌａｓｔｉ
ｃｓ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ　ａｎｄ　Ｍｏｄｉｆｉｅｒｓ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ（Ｅｄｉｔ
ｅｄ　ｂｙ　Ｊｅｓｓｅ　Ｅｄｅｎｂａｕｍ，　Ｖａｎ　Ｎｏｓｔｒａｎｄ　Ｒｅｉｎｈ
ｏｌｄ（１９９３））に記述されているように、粉体の二酸化珪素がプレートアウト防止
剤として使用でき、その表面積の広さのためにプレートアウトとなりうる物質を掻き取り
、吸収する作用があるとされている。また、二酸化珪素粉体のグレードにもよるが、塩化
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ビニルコンパウンドに対して０．３－２％の添加でプレートアウト防止の効果を発揮する
とされている。
【０００５】
しかしながら、１重量％前後もの二酸化珪素粉体を塩化ビニルコンパウンドに対して添加
すると、耐衝撃性に悪影響を及ぼし、特に透明用途においては透明性の低下をきたす。
【０００６】
また、市販の二酸化珪素粉体は、微粉末で、嵩密度が非常に小さく、粉体の取扱性に劣る
。熱可塑性樹脂に二酸化珪素粉体を配合した樹脂組成物を空送する際、微粉末である二酸
化珪素は、サイクロンやバグフィルター等の微粉回収装置で捕捉しづらいので系外に出や
すく、不経済であるばかりか、環境面での懸念もある。
【０００７】
特公平５－６１３０２号公報には、グラフト共重合体ラテックスの凝固により得られた合
成樹脂粉末に、Ｓｉ等の酸化物等の微粉体を添加して、流動性・耐ブロッキング性に優れ
る合成樹脂粉体を得る方法が開示されている。しかしながら、該公報には、プレートアウ
トに関する記述がないばかりでなく、本発明者らの検討にすれば、このようにして粉体混
合により加えられたＳｉ等の酸化物等の微粉体はプレートアウト防止効果が著しく低い。
【０００８】
特開平８－８１６０５号公報には、塩化ビニル樹脂１００重量部に対して、０．１－０．
５μｍの炭酸カルシウム微粉末を０．１－１重量部添加することでプレートアウトが防止
されることが開示されている。該公報によると、０．１μｍ未満の炭酸カルシウム微粉末
では、プレートアウト防止効果が悪くなるとされている。また、該公報実施例１、２では
、それぞれ０．１、１重量部の炭酸カルシウム微粉末を添加した例が示されており、実施
例２では十分なプレートアウト防止効果が得られているのに対して、実施例１ではその効
果が不十分と認められる。これは炭酸カルシウム微粉末の添加部数が少ないためであると
解釈できる。該公報では触れられていないが、該公報中で使用されているような炭酸カル
シウム微粉末は粉立がひどく、作業環境の面から好ましいものではない。また、該公報は
その実施例から不透明の用途を対象としたものであり、透明用途に応用した場合、透明性
の低下が不可避と解される。
【０００９】
ＷＯ９６／３４０３６号公報には、水性重合体ラテックスにコロイダルシリカ水分散液を
添加し、凝集させることによりコロイダルシリカの一次粒子を取り込んだ重合体微粒子凝
集体が得られ、これを成形することにより、高濃度のコロイダルシリカを分散させて剛性
・靭性・耐熱性が改善された成形体が得られることが開示されている。該公報によれば、
重合体１００重量部に対するコロイダルシリカの配合量は１～５００重量部が好ましいと
され、実施例においては２５～１５０重量部の範囲が用いられている。すなわち該公報に
おいては、上記のようにして得られたコロイダルシリカ粒子を取り込んだ重合体微粒子凝
集体を、更に他の熱可塑性樹脂に配合することにより得られる、より低い濃度のコロイダ
ルシリカを含む熱可塑性樹脂組成物の加工性能、特にプレートアウト防止能に関しては何
ら示唆するところがない。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、プレートアウト防止剤として機能する無機物微粒子を、従来よりも少量で且つ
粉体の取扱性を含む他の諸物性に悪影響の少ない状態で、配合することにより、効果的に
プレートアウトを抑制した熱可塑性樹脂組成物を提供することを主要な目的とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記目的を達成するために鋭意研究した結果、熱可塑性樹脂組成物を構成
する主たる熱可塑性樹脂（後記熱可塑性樹脂Ａ）に、プレートアウト防止剤として機能す
る無機物微粒子を直接配合するのでなく、別途調製した粉体特性のよい熱可塑性樹脂微粒
子（あるいはその凝集体）に該無機物微粒子を担持させた後、添加することにより、粉体
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特性はもとより、透明性、耐衝撃性等の諸物性に悪影響を与えることなく、有効なプレー
トアウト防止性を有する熱可塑性樹脂組成物が得られることを見出し、本発明を完成する
に至った。
【００１２】
すなわち、本発明により、熱可塑性樹脂Ａと、コロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹
脂微粒子Ｃとからなり、ＢがＡ、ＢおよびＣの合計量に対し、０．０１～０．８重量％含
まれることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物が提供される。
【００１３】
【発明の実施の形態】
本発明の熱可塑性樹脂組成物を構成する主たる熱可塑性樹脂成分である熱可塑性樹脂Ａの
種類は特に制限されるものではないが、塩化ビニル系樹脂、塩素化塩化ビニル系樹脂、塩
化ビニリデン系樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリカー
ボネート系樹脂、ポリアミド系樹脂等を例示することができる。これらのうち、Ｐｂ、Ｃ
ｄ、Ｃａ、Ｚｎ、Ｓｎ、Ｂａ、ＭｇおよびＡｌよりなる群から選ばれる少なくとも１種類
の金属元素を含む安定剤が添加されている塩化ビニル系樹脂の場合、プレートアウト防止
効果が特に大きく好ましい。
【００１４】
本発明でプレートアウト防止剤として使用されるコロイド状無機物Ｂは、Ｃａ、Ｍｇ、Ｂ
ａ、Ｚｎ、Ａｌ、ＳｉおよびＴｉからなる群より選ばれる１種あるいは２種以上の金属の
酸化物および炭酸塩の少なくとも１種からなり、分散平均粒子径（一次粒子径）が２－１
００ｎｍのものが好ましく使用される。これらのうち、Ｓｉ、Ｔｉの酸化物およびＣａの
炭酸塩が好ましい。無機物微粒子表面に何らかの化学的あるいは物理的修飾がされていて
も良い。分散平均粒子径が大きいと同一添加量では無機物の全表面積が減り、プレートア
ウト防止効果が劣るばかりでなく、熱可塑性樹脂組成物として使用する際、無機物の分散
不良による表面不良が起きやすくなるので好ましくなく、５－５０ｎｍのものが特に好ま
しい。
【００１５】
上記したようなコロイド粒子径において、熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃに良好な分散
状態で担持される限りにおいて、コロイド状無機物Ｂの供給源は特に限定されるものでは
ない。しかし、上述したコロイド粒子径での分散状態を熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃ
に担持されるまで良好に維持するためには、水系または有機系分散媒体に分散されたコロ
イド粒子分散液として供給されることが好ましい。安全性、環境面から、水系分散液が特
に好ましい。
【００１６】
熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃを構成する重合体Ｃは、ジエン系単量体、芳香族ビニル
単量体、（メタ）アクリル酸エステル単量体、ニトリル系単量体よりなる群から選ばれる
少なくとも1種類を含む単量体と要すればその他の共重合可能な単量体を重合してなる重
合体であれば特に制限されるものではない。このような重合体として、ＡＢＳ樹脂、ＭＢ
Ｓ樹脂、ＡＡＳ樹脂、アクリル系高分子耐衝撃性改質剤、高分子加工性改質剤等を例示す
ることができる。重合体Ｃの使用量は、その添加目的によって大幅に異なり得るが一般に
、熱可塑性樹脂Ａ１００重量部当り、０．０５～５０重量部、特に０．１～３０重量部の
範囲が好ましく用いられる。
【００１７】
重合体Ｃの製造法も特に制限されるものではないが、乳化重合法、懸濁重合法、塊状重合
法等、一般に合成樹脂の製造に用いられる重合法を用いることができる。これらのうち、
コロイド状無機物を重合体ラテックスに添加する上で、乳化重合法が好ましい。乳化重合
には、公知の各種乳化剤を使用することもできるし、無乳化剤乳化重合を行うこともでき
る。
【００１８】
熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃは、少なくともコロイド状無機物Ｂを担持する状態にお
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いて、粉体取扱い性の良い粒子径、例えば５０μｍ以上、特に７０～３００μｍを有する
ことが好ましい。従って、例えば懸濁重合法により充分な粒径の微粒子が形成されていれ
ば、そのままコロイド状無機物Ｂの担持に用いることもできるが、より好ましい担持状態
を与える重合体ラテックスを用いる場合は、ラテックスを構成する重合体微粒子が少なく
ともコロイド状無機物Ｂを担持する状態において、例えば凝析によりスラリー化して凝集
体を形成していることが好ましい。
【００１９】
このような熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃによるコロイド状無機物Ｂの担持状態にはい
くつかの態様があるが、（イ）主として熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃの表面に付着す
る形態で担持される場合と、（ロ）主として熱可塑性樹脂微粒子凝集体中に内包または包
接（ｉｎｃｌｕｄｅ）される形態で担持される場合と、がある。もちろん、両者の中間状
態も有り得るが、本発明の目的の為には（ロ）の内包形態が優勢であることが好ましい。
【００２０】
上述したような本発明で目的とする熱可塑性樹脂微粒子（凝集体）Ｃによるコロイド状無
機物Ｂの担持状態は、多様な方法により形成し得るが、少なくとも熱可塑性樹脂微粒子（
凝集体）Ｃとコロイド状無機物Ｂとの乾式混合（粉体混合）では得られるものではなく、
少なくとも一方が分散液状で供給される湿式混合形態を経ることがほぼ必須である。いず
れか一方ということになれば、コロイド状無機物Ｂを分散液として供給する方が好ましい
。
【００２１】
すなわち、本発明で意図するコロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹脂微粒子（凝集体
）Ｃを形成するための方法は、多様であるが、好ましくは分散液状のコロイド状無機物Ｂ
を、一旦乾燥した重合体Ｃの粉末に添加混合した後乾燥する方法、重合体Ｃのスラリーに
添加したのち脱水・乾燥する方法、重合体Ｃのスラリーを脱水して得た重合体Ｃウェット
・ケーキに添加混合した後乾燥する方法、重合体Ｃのラテックスに添加混合したのち分離
乾燥する方法等を挙げることができる。これらのうち、熱可塑性樹脂微粒子凝集体Ｃ内部
にコロイド状無機物Ｂの粒子を実質的に内包する構造としうる点、乾燥粉体中の微粉末が
少なく取扱性に優れる点、プレートアウト防止効果に優れる点から、重合体ラテックスＣ
とコロイド状無機物Ｂとの混合液から固形分を分離する方法が好ましい。重合体ラテック
スＣとコロイド状無機物Ｂとの混合液から固形分を分離する方法は特に制限されず、噴霧
乾燥法、酸性雰囲気中に噴霧して共凝析したのち脱水乾燥する方法、酸・塩によって共凝
析したのち脱水乾燥する方法、凍結乾燥法等を例示することができる。乾燥あるいは凝析
の過程でラテックスを構成する重合体Ｃの微粒子は、必然的に、コロイド状無機物Ｂを内
包した凝集体を形成する。なかでも共凝析後、脱水・乾燥する方法がコロイド状無機物Ｂ
の内包度を上げる上で最も好ましい。
【００２２】
重合体Ｃには、熱安定剤、抗酸化剤、紫外線吸収剤、ブロッキング防止剤等を適宜添加す
ることができ、これらはラテックスに混合しても良いし、スラリーや粉体とした後に添加
してもよい。
【００２３】
熱可塑性樹脂Ａと、コロイド状無機物Ｂを担持した熱可塑性樹脂微粒子Ｃとを、ＢがＡ、
ＢおよびＣの合計量に対し、０．０１～０．８重量％、好ましくは０．０５～０．３重量
％となるように混合することにより、本発明の熱可塑性樹脂組成物が得られる。混合に際
しては、ヘンシェルミキサー、バンバリーミキサー等の混合機を用いることができる。ま
た、混合の際、適宜、耐衝撃性改質剤、加工性改質剤、熱安定剤、抗酸化剤、難燃剤、紫
外線吸収剤、可塑剤、滑剤、制電剤、抗菌剤、フィラー、顔料、発泡剤等を添加すること
ができる。得られた熱可塑性樹脂組成物は、カレンダー加工、押出成形、ブロー成形、射
出成形等さまざまな成形加工に供される。本発明において、プレートアウトの語は、単に
カレンダーロール面へのプレートアウトのみを意味するものではなく、広義にプレートア
ウトに起因するダイスの目やにや射出金型内のデポジット等も意味するものである。
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【００２４】
以下、実施例によって本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例によっ
て何ら制限されるものではない。例中の「部」は、特に断らない限り「重量部」を意味す
る。
【００２５】
＜測定法＞
なお、本明細書に記載する各物性は以下の方法による測定値に基づくものである。
コロイド粒子の平均粒子径
水性分散液中のコロイド粒子の平均粒子径は動的光散乱法（Ｎ４ＳＤ；コールター製）に
よる測定値。ただし、乾燥コロイド粒子の平均粒子径はカタログ値。
乾燥粉体平均粒子径および微粉量
粉体５０ｇに０．５ｇのカーボンブラックを添加した後、目開き各８５０、５００、３５
５、３００、２５０、２１２、１５０、１０６、４５μｍの篩で篩分し、各篩上の粉体重
量の全粉体に対する重量百分率をロジン＝ラムラー線図上にプロットし、累積５０重量％
となる粒子径を求めて、粉体の平均粒子径とした。また、目開き４５μｍパスの粉体重量
の全粉体重量に対する百分率を微粉量とした。
プレートアウト
熱可塑性樹脂組成物を直径１５０ｍｍ幅４００ｍｍのテストロールを用い、ロールギャッ
プ０．２５ｍｍ、１９８℃、１３ｒｐｍの条件にて２分間混練後、ロール表面の光沢を目
視で判定した。プレートアウトによるロール表面の曇りのないものをＡ、プレートアウト
によりロール表面の曇りがひどいものをＥ、とする５段階で評価した。
耐衝撃強度
上記ロール後の樹脂シートを２００℃で熱プレスし、３ｍｍ厚のプレス成形体を作成し、
ＪＩＳ　Ｋ‐７１１０に準じて、２３℃での耐衝撃強度を測定した。透明性
上記ロール後の樹脂シートを２００℃で熱プレスし、３ｍｍ厚のプレス成形体を作成し、
ヘーズメーターによって２３℃での曇価を測定した。
【００２６】
＜重合体Ｃの合成＞
［合成例ａ］　ジエン系ゴム含有グラフト重合体の重合
攪拌機付耐圧容器に
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００　　　　部
ピロリン酸四ナトリウム塩　　　　　　　　　　　　１．５　　部
硫酸第一鉄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．００２部
エチレンジアミン四酢酸二ナトリウム塩　　　　　　０．００５部
デキストローズ　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　部
オレイン酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　部
ジイソプロピルベンゼンハイドロパーオキサイド　　０．４　　部
を仕込み、窒素置換した後で、
ブタジエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５　　　　部
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５　　　　部
ｔ‐ドデシルメルカプタン　　　　　　　　　　　　０．３　　部
を添加し、攪拌しながら６０℃で８時間反応させ、平均粒子径０．１２μｍのジエン系ゴ
ムラテックスを得た；
このゴムラテックス２１０部（固形分７０部）に、
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０　　　　部
ホルムアルデヒドスルホキシル酸ナトリウム　　　　０．６　　部
を添加して、７０℃に保持しながら、
メタクリル酸メチル　　　　　　　　　　　　　　１５　　　　部
クメンハイドロパーオキサイド　　　　　　　　　　０．２　　部
の混合物を１時間かけて滴下し、その後３時間保持した。その後、
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ホルムアルデヒドスルホキシル酸ナトリウム　　　　０．６　　部
を添加して、７０℃に保持しながら、
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５　　　　部
クメンハイドロパーオキサイド　　　　　　　　　　０．２　　部
の混合物を１時間かけて滴下し、その後３時間保持して重合を終了させ、平均粒子径０．
１３μｍの重合体ラテックスａを得た。
[合成例ｂ]　アクリル系共重合体の重合
攪拌機付耐圧容器に
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００　　　　部
ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム　　　　　　２　　　　部
過硫酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１　　部
を仕込み、窒素置換した後、攪拌しながら７０℃に保持し、
メタクリル酸メチル　　　　　　　　　　　　　　６０　　　　部
メタクリル酸ｎ‐ブチル　　　　　　　　　　　　４０　　　　部
の混合物を５時間かけて滴下し、その後２時間保持して重合を終了させ、重合体ラテック
スｂを得た。
[合成例ｃ]　アクリルゴム含有グラフト重合体の重合
攪拌機付耐圧容器に
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００　　　　部
ホウ酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４５　部
無水炭酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　　　０．０４５部
オレイン酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　部
過硫酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１５　部
を仕込み、窒素置換した後、攪拌しながら７０℃に保持し、
アクリル酸ｎ‐ブチル　　　　　　　　　　　　　４９．８　　部
ジビニルベンゼン　　　　　　　　　　　　　　　　０．２　　部
の混合物を３時間かけて滴下し、その後１時間保持した。その後、
過硫酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１５　部
を添加して、７０℃に保持しながら、
アクリル酸ｎ‐ブチル　　　　　　　　　　　　　４９　　　　部
アクリル酸アリル　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　部
の混合物を３時間かけて滴下し、その後１時間保持し、平均粒子径０．２４μｍのアクリ
ルゴムラテックスを得た；
このゴムラテックス２１０部（固形分７０部）に、
蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０　　　　部
過硫酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１５　部
を添加して、７０℃に保持しながら、
メタクリル酸メチル　　　　　　　　　　　　　　２５　　　　部
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　　　　部
の混合物を２時間かけて滴下し、その後２時間保持して重合を終了させ、重合体ラテック
スｃを得た。
【００２７】
［実施例１］
重合体ラテックスａ１００重量部（固形分）と、無機物粒子として平均粒子径５０ｎｍで
固形分濃度４０重量％のコロイダルシリカ水性分散液（スノーテックスＳＴ‐ＸＬ；日産
化学工業製）２．５重量部（固形分１重量部）を混合した。混合物の平均粒子径は０．１
３μｍであり、重合体ラテックスａ中の平均粒子径と比較して大きくなることはなかった
。混合物に更にブチル化ヒドロキシトルエン０．５重量部を添加したうえで、攪拌しなが
ら４０℃に保持している０．５重量％硫酸水溶液１０００重量部にゆっくりと投入した。
１０重量％水酸化カリウム水溶液で中和し、９０℃まで昇温して熱処理した上で、脱水・
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乾燥して無機物含有重合体粉体（平均粒子径＝約１５０μｍ）を得た。なお、脱水の際の
濾液は透明であった。また、この無機物含有重合体粉末の断面積を電子顕微鏡で観察する
と、無機物粒子が重合体の内部に取り込まれ、実質的に内包された形態を持っていた。無
機物含有重合体粉体は、微粉量４．５重量％を示し、粉立ちの少ない粉体であった。
【００２８】
塩化ビニル樹脂（Ｓ９００８；呉羽化学工業製）１００重量部、上記無機物含有重合体粉
体１５重量部、Ｃａ‐Ｚｎ系安定剤２．５重量部（ＩｒｇａｓｔａｂＣＺ１２２；Ｗｉｔ
ｃｏ製）、ステアリン酸０．２５重量部、脂肪族アミドワックス０．３重量部（Ｈｅｎｋ
ｅｌ　Ｌｏｘｉｏｌ　ＥＢＳ；Ｈｅｎｋｅｌ製）、エポキシ化大豆油２．５重量部、アク
リル系高分子加工性改質剤（Ｐａｒａｌｏｉｄ　Ｋ‐１３０Ｐ；呉羽化学工業製）２．０
重量部とをヘンシェルミキサーで混合して熱可塑性樹脂組成物を調製した。
【００２９】
この熱可塑性樹脂組成物のプレートアウト、耐衝撃強度、ヘーズを評価した。結果を、後
記例で得られた熱可塑性樹脂組成物の結果とともに表１に示す。
【００３０】
［実施例２］
重合体ラテックスａにコロイダルシリカを添加することなく重合体スラリーとし、その重
合体スラリーに平均粒子径５０ｎｍのコロイダルシリカ水性分散液（スノーテックスＳＴ
‐ＸＬ；日産化学工業製）１重量部（固形分）を混合した以外、実施例１と同様にして熱
可塑性樹脂組成物を調製した。
【００３１】
［実施例３］
重合体ラテックスａを、コロイダルシリカを添加することなく、そのまま乾燥して粉体と
し、その重合体粉体（平均粒子径＝約１５０μｍ）に、平均粒子径５０ｎｍのコロイダル
シリカ水性分散液（スノーテックスＳＴ‐ＸＬ；日産化学工業製）１重量部（固形分）を
添加混合した後再度乾燥した以外、実施例１と同様にして熱可塑性樹脂組成物を調製した
。
【００３２】
［実施例４］
コロイダルシリカ水性分散液を、平均粒子径１５ｎｍで固形分濃度４０重量％のコロイダ
ルシリカ水性分散液（スノーテックスＳＴ‐４０；日産化学工業製）に変更し、添加量を
０．２重量部（固形分＝０．０８重量部）とした以外、実施例１と同様にして熱可塑性樹
脂組成物を調製した。
【００３３】
［比較例１］
コロイダルシリカ水性分散液を添加しなかった以外は、実施例１と同様にして熱可塑性樹
脂組成物を調製した。
【００３４】
［比較例２］
重合体ラテックスａを、コロイダルシリカを添加することなくそのまま乾燥して粉体とし
、その重合体粉体に、一次粒子の平均粒子径が３０ｎｍである微粉状シリカ（ＡＥＲＯＳ
ＩＬ　５０；日本アエロジル製）１重量部（固形分）を添加混合した以外、実施例１と同
様にして熱可塑性樹脂組成物を調製した。
【００３５】
［比較例３、４］
表１に記載されている添加量のコロイダルシリカ水性分散液を添加した以外は、実施例１
と同様にして、熱可塑性樹脂組成物を調製した。
【００３６】
［実施例５］
表１に示すとおり、重合体ラテックスａの代りに重合体ラテックスｂを用い、コロイダル
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％の硫酸アルミニウム水溶液に変更し、中和を行わずに得られた無機物含有重合体を塩化
ビニル樹脂１００重量部に対し２重量部添加したこと、およびアクリル系高分子加工性改
質剤２重量部の代わりに塩化ビニル樹脂用耐衝撃強化剤（ＢＴＡ７１２；呉羽化学工業製
）を２０重量部添加したこと以外は、実施例１と同様にして熱可塑性樹脂組成物を調製し
た。
【００３７】
［実施例６］
重合体ラテックスａの代りに重合体ラテックスｃを用いる以外は、実施例１と同様にして
熱可塑性樹脂組成物を調製した。ただし、成形体が外観上不透明であったので、ヘーズ値
の測定を行わなかった。
【００３８】
表１に示した通り、実施例１－４は、本発明によってコロイド状無機物を添加した無機物
含有重合体を含む熱可塑性樹脂組成物の例であり、無機物を添加しなかった比較例１より
も明らかにプレートアウトが低減されている。また、粉立ちも少なく、他の諸物性も低下
していない。
【００３９】
比較例２は、重合体Ｃの乾燥後に、微粉体シリカを粉体混合した例であるが、同じ無機物
含有量でもプレートアウト改善効果に乏しいばかりでなく、粉立ち、透明性、耐衝撃強度
の点でもやや劣る。
【００４０】
比較例３は、多量のコロイダルシリカ水性分散液を添加した例であるが、凝析しきれず系
外に排出されるコロイド状無機物があるばかりでなく、微粉が多量に発生して取扱性が悪
い。
【００４１】
比較例４は、コロイダルシリカ水性分散液の添加量が少ない例であり、プレートアウトの
改善効果が小さい。
【００４２】
実施例５は、重合体Ｃとして高分子加工性改質剤を用いた熱可塑性樹脂組成物の例であり
、優れたプレートアウト防止効果を示し、透明性を維持すると共に耐衝撃強化剤による強
度発現を阻害していない。
【００４３】
実施例６は、重合体Ｃとしてアクリル系耐衝撃強化剤を用いた熱可塑性樹脂組成物の例で
あり、同様に耐衝撃性改質能を阻害せずにプレートアウトを防いでいる。
【００４４】
【表１】
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【００４５】
【発明の効果】
以上説明した通り、本発明によれば、プレートアウト防止効果を有するコロイド状無機物
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となく、プレートアウトが効果的に防止された、熱可塑性樹脂組成物が得られる。
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